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 日本国際経済学会第 69 回全国大会 (大阪大学 2010 年 10 月 16 日・17 日) 

 

「小島理論 VSレディング学派－80年代論争の回顧と今日的意義」 

 
伊田昌弘（阪南大学） 

 
はじめに 

 
1970 年代から 80 年代中盤にかけて徐々に形成されてきた、いわゆる「小島理

論」は、多国籍企業や直接投資の研究分野において、大きな影響を与えてきた。

国際貿易と直接投資を同じ比較生産費説によって統合し、マクロ経済理論とし

て、投資国・受入国双方への経済厚生の効果分析をも可能にしようと試みる「小

島理論」は、我が国の生んだ金字塔ともいえる偉大な業績であり、主として正

統な国際経済学のひとつの分野として、多大な貢献をしてきたといえる。 

ところで、ほぼ同時期に英国のレディング大学のダニングを中心として勃興

してきた、いわゆる「レディング学派」は、ミクロの企業に着目することで、「市

場取引」を通さない「企業内部取引」といった現象に立ち入り、いわゆる「内

部化理論」をコアとして形成され、主としてリアルさを追求する国際経営学の

分野で大きな影響を与え、多国籍企業の行動原理を説明する支配的な学説とし

て国際的にみなされてきた。 

この２つの相異なった学問潮流は、1980 年代レディング学派のバックレーや

ラグマンが「小島理論」を国際的に紹介したことを機に互いに交差することに

なる。小島清は、国際分業の視点から「内部化理論」を多国籍企業による市場

内部化による独占・寡占の理論とみなして批判を加えたことから、双方の論争

へと発展した。小島清が「国際ビジネス・アプローチ」と呼んだこの学派は、「取

引コスト」といった企業が直面する現実から、「企業の競争優位」を想定し、「小

島理論」の「比較優位」では扱えないリアリティを主張し、両者の論争が続く

ことになったのである。この論争を通して、小島はレディング学派の主張をも

積極的に取り入れて自らの理論を精緻化しようと試み、小島理論の幅が広がっ

て、一応の完成をみることになった。 
本報告では、こうした 80 年代の論争について、回顧することを通して、その

論点を明らかにし、その後の学問発展や今日的意義を広く考察する。昨年（2009

年）1 月、レディング学派の大御所と多くの人々によって目されてきたダニング

教授がレディンングの地で逝去したのに続き、本年（2010 年）1 月、本学会に

おいて多大な貢献をされてきた小島先生がご逝去された。今日的な視点からこ
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の 2 人の偉大な学者を偲び、その足跡を辿ることで、「国際経済学」と「国際経

営学」の橋渡しが少しでも可能であることを企図して、本報告を、今年度日本

国際経済学会における「小島清先生特別セッション」に参加するものである。 

追尾ではあるが、昨年（2009）、期をほぼ同じくして、我が国における内部化

理論の草分けのお一人であり、国際ビジネス・アプローチに属しながらも、国

際経済学の小島理論を何とか国際経営に接合しようと長年努力されてきた中島

潤先生がご逝去された。併せて中島先生の学恩に報いられればと願っている。 

本稿の構成は以下のようなものである。 

 

第1節 小島理論の形成 
第2節 レディング学派の形成 
第3節 小島の論点 
第4節 レディングの論点 
第5節 その後の理論系譜 
第6節 今日的意義 
付論  「総合商社」考 
 

 
 

第1節 小島理論の形成 
 いわゆる「小島理論」は、1970 年代から 80 年代初頭にかけて形成されてき

たと考えられるが、小島の企図したものは国際貿易と直接投資の統合理論であ

った。70 年代までに国際貿易論は国際経済学の中核理論としてほぼ完成してい

たが、一方、直接投資の方は、そうではなかった。直接投資は 60 年代から 70
年代にかけて事態の急速な展開をみせており、企業や産業、国別の実態調査が

行われ、何故直接投資が発生するのか、企業の発展方向、国際競争などを巡り、

従来からの経済理論とは異なったアプローチによる理論形成への試みがなされ

ていた時期であった1。これを小島は「国際貿易論と海外投資論の分裂」2と呼び、

信頼できる経済理論が、海外直接投資や多国籍企業の活動による急速な進展の

ために立ち遅れてしまったこと、未確立なこと3、そもそも海外直接投資の役割

は何か、貿易を補完するものであるのか、それとも貿易にとって代わる（代替

する）ものなのか、これを明らかにしようと考えたことから小島理論の形成が

始まったと考えられる。小島理論の形成に関しては、大きく分けて、２つの段

                                                 
1 伊田 (2007) pp.59-73 
2 小島 (1977)  p.7 
3 小島 (1977) p.7  
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階からなっている。 
前半に属する 1970 年代の特徴は、「小島理論」の基礎をなす理論的な立脚ベ

ースの構築と、その所産としての「日本型とアメリカ型」投資の析出であった。

小島が企図した理論のフレームワークでは、国際貿易論と直接投資を結ぶ統合

理論に必要な理論は、国際分業論であり、その具体的内容は、比較生産費原理

と相対的競争原理である。 
比較生産費原理とは、分業と貿易が発生する理由について、その理論的な根

拠を求めるものである。小島は、諸国の天然資源・人口分布の不均等・人間能

力の差異・過去の遺産の相違などから、生産条件が異なり、生産要素の価格が

異なるといった比較生産費の違いから分業と貿易の必要条件を導出し、人口

数・生活水準・異なった趣味嗜好などの異なった需要条件から十分条件を導出

している4。これは、国際分業と貿易を行なえば、貿易利益が得られるという国

際経済学においては周知の内容である。リカード以来の 2 国 2 商品分析の伝統

では、「1 国は X の生産において、Ⅱ国は Y の生産において、それぞれの生産費

が比較的に低廉になること、逆にいえば、おのおのそれらの生産において相対

的に優れていること」から5比較生産費の原理(The Principle of Comparative 
Costs)が得られ、別名で比較優位の原理（The Principle of Comparative 
Advantage）として広く知られているものである。 

相対的競争原理とは、1 商品についてだけ相手国との生産費の絶対比較をする

のではなく、X 財と Y 財という二つの財のペアを多数財の代表としてみなし、

両財とも生産において絶対的に優れていたとしても、自国の 2 財生産費比率を

相手国のそれと比較するという「比率の比」において、比較的に優れていたも

の輸出し、他方を輸入することで共に貿易利益が得られという共存共栄の概念

の理論的基礎を提供するものである。小島は、国際分業は絶対的競争ではなく、

相対的競争であり、国民経済の規模とか発展の段階が違っていても、自国と相

手国の共存を基礎づけうるものだと考えている。また、その際の国際価格は、

多数の生産者と多数の消費者が存在し、完全競争下の需給関係で決定される価

格は、唯一のものとなり、「一物一価の法則」が成立すると考えている。この点

は、小島が「完全競争想定論者」だとして、後年レディング学派からみなされ

ることになる。 
1970 年代における小島の所産として、「日本型とアメリカ型」投資の析出が

挙げられる。当時、東南アジアを中心に繊維産業分野の海外直接投資を増やし

ていった日本企業と、すでに世界中に先端産業分野において直接投資を行なっ

ていたアメリカ企業という理念型をベースに、小島が発案した類型である。投

                                                 
4 小島（1977）P30-35 
5 小島（1977）P35 
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資国で比較劣位に陥った産業から進出する海外直接投資は、同時に受入国で比

較優位な産業であり、双方において産業の高度化を促進し、両国間の貿易を拡

大する。これを「貿易志向型」と呼び、「日本型」と命名し、小島は歓迎した。 
一方、アメリカの巨大寡占企業の投資には、これとは逆で新製品産業の投資

が含まれることから「逆貿易志向型」と呼び、「アメリカ型」と命名し、アメリ

カの国際収支悪化、雇用の輸出、構造調整の阻止、保護貿易化などの国民経済

に関わる悪循環の一因とみなし、望ましくない投資として捉えたのである6。 
小島はさらに、直接投資を「資源志向型」「労働志向型」「輸出代替型」「寡占

的要旨」「生産販売の国際化」という 5 つの類型に捉えて、これを「貿易志向型」

と「逆貿易志向型」に当てはめて考察している。5 つの類型のうち「資源志向型」

と「労働志向型」は、自国の比較劣位産業から相手国の比較優位産業へ投資さ

れるので、双方に利益がもたらされ、これを歓迎し、もともと投資国において

比較優位産業に属する企業による「輸出代替型」「寡占的投資」、さらには巨大

多国籍企業による垂直的・水平的分業に基づく「生産販売の国際化」は、比較

生産費パターンからみて多くのコンフリクトを両国にもたらすと警鐘を鳴らし

ている7。 
小島理論が、さらに飛躍するのは 80 年代中盤以降であり、これが後半の時期

と考えられる。この時期に、小島はレディング学派との論争を経験する。小島

(1989)では、レディング学派とのやり取りを経て、「比較生産費と比較利潤率の

対応」問題や直接投資の動学への移行、直接投資と多国籍企業に関わって国際

経営をも含む文献サーヴェイ、先進国間の相互直接投資など、豊富化充実化が

みられる。また、日本の総合商社の研究を通して、現実から知見を得るという

実証研究の面でも小島理論の後半の時期については、本稿で扱うレディング学

派との論争経緯を考察した後、改めて論じる。 
総じて小島は、貿易に加え、直接投資においても、国際分業の利益が双方で

発生する「共存共栄」の理論を構築しようとしていたと考えられる。 
 

 
第2節 レディング学派の形成 

レディング学派が形成される以前、すなわち、1970 年代前半の時期まで、企

業の国際化＝多国籍企業について、様々なビジネス・アプローチが存在してい

た。小島(1989)によれば、これら従来のビジネス・アプローチは「巨大企業化、

                                                 
6 当時、国際ビジネスを中心に勃興していたヴァーノンのプロダクトサイクル論をアメリカ

型多国籍企業の独占的寡占的な利潤極大化、市場拡大動機のみを正当化するものとして, 
強くこれを排し、代わりに国際分業と市場メカニズムに基づく雁行形態論を対置させてい

る。小島 (1977)  pp233-280 
7  小島 (1977)  pp.116-119 
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MNC 化の動機とか利点を、あれもこれもと数十もならべたてて、MNC 活動を美化

し正当化しようとするものが多かった。雑然とした実務論の段階にとどまり、

システマティックな理論に到達していなかった」8という。ところが、英国のレ

ディング大学で形成されてきた「折衷理論」（OLI パラダイム）と「内部化理論」

(Theory of Internalization)と総称しうるものの理論は、ハイマー起源の独占

論・寡占論9と一線を画すものとして、小島は大いに注目している。 

ところで、レディング学派とはどのようなものだったのだろうか。まず、ダ

ニング(1977,1980)が提唱した「折衷理論」（OLI パラダイム）が、その始まりと

考えられる。ダニングはこれまでの多国籍企業に関する理論を包括する理論と

して、海外直接投資の決定と多国籍企業の活動に必要な3つの優位性を見出し、

これを類型化している。すなわち、①所有（企業）特殊優位(Ownership specific 

Advantage)、②立地特殊優位(Location Specific Advantage)、③内部化インセ

ンティブ（Internalization Incentive）の 3 つであり、これら 3 つを同時に扱

う「折衷理論」（Eclectic Theory）を提唱したのである。さらにダニングはこ

の OLI パラダイムと呼ばれる 3 つの条件の下に、網羅的に 32 にものぼる変数を

列挙している10。①所有（企業）特殊優は、技術やノウハウといった無形資産か

らなる企業独自の所有優位、企業の規模、名声、経験の蓄積、投入物を他企業

よりも有利な条件で入手する能力など取引に関する優位性などから成っている。

これは個別企業が持っている能力の優位性のことである。②立地特殊優位は、

受入国での低廉な賃金、豊富な資源、市場の大きさ、運送通信費、インフラな

ど立地上の条件を考慮して、子会社をいくつも最適の場所に設置することで発

生する優位性である。③内部化インセンティブは、市場の欠陥（情報の非対称

性、先物市場でのリスクなど）から企業を守り、外部市場を利用するよりも自

社内ですべて管理して、企業内部の市場を活用することにより利潤が大きくな

る優位性である。 

ダニングと並行して、バックレーとカソン(1976,81)は、独自の内部化理論を

進化させた。彼らによれば、新古典派経済学が想定するような市場は現実には

存在せず、最適な資源配分など期待できない。むしろ現実の市場は不完全競争

市場であり、情報や知識の不確実性、タイムラグ、同意形成の困難さなど多く

の問題を抱え、それらが市場の失敗の原因になっており、これを補うために企

業は、その内部に市場取引を引き込むインセンティブを持つと考えたのである。

この結果、通常の市場よりも内部化された市場の方が資源配分の効率性が改善

される。内部化（Internalization）こそ、企業の国際化を説明する最大の要因

                                                 
8  小島 (1989) p.59 
9  Hymer, Stephan (1976) 
10 Dunning,J.H. (1979) p.276 
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であり、多国籍企業の行動を理解する原理だと主張している。 

さらにラグマン(1980,81)では、ダニングの OLI パラダイムのうち、内部化を

重視し、多国籍企業や直接投資のすべては内部化の理論で解明できると主張し

ている。中島（1983）によるラグマン解題によれば、企業という組織の内部と

外部には大きな違いがあって、①取引される財の同質性、②多数の需要者・供

給者、④情報の完全性、⑤参入・退出の自由、といった完全市場の競争条件は

現実に存在しないので、外部市場は不完全な状態にあり、従って「企業内部の

経済学」が必要になるという。内部化とは企業内に市場を作り出すプロセスの

ことであり、企業内部の組織は階層（ヒエラルキー）で資源配分をめぐる意思

決定がなされるので、市場の原理は働かない、とされる。この際の基準は「取

引コスト」である。「取引コスト」は、固定費と変動費があり、取引量が増える

と外部市場での「取引コスト」の方が高くつくので、内部化が優先するという11。 

以上がレディング学派の概要である。 

  

 

第3節 小島の論点 

 1970 年代から形成されてきた小島理論と並んでほぼ同じ時期にイギリスで形

成されてきたレディング学派は、80 年代に入って互いに何回かの論文のやり取

りによって、相まみえ、双方の主張を展開するに至る。 

小島は、マクロ経済的接近と国際経営的接近(International Business)の両

者を包摂し、「国際貿易と海外直接投資の統合理論」を構築しようと考えていた

が、レディングでは、企業の移転による内部化（Internalization）に関心が集

まっていた。 

小島(1984)によると、レディング学派に代表される国際経営的接近（国際ビ

ジネス・アプローチ）は、経営資産(Intangible Capital, Ownership Advantage)

と呼ばれる企業に特殊な要素を重視し、輸送費や販売費、情報入手コストなど

からなるさまざまな取引コスト(Transaction Cost)の節約のために企業の組織

や活動を多国籍化して、内部化(Internalization)が図られ、こうした一連の行

動を説明する多国籍企業の強力な説明原理となり得るとして、肯定的に評価し

ている12。だが、ビジネス的志向に偏るあまり、マクロ経済的考察が全くと言っ

てよいほど無視されており、これが小島にとって大きな問題点として感じられ

たのである。 

他方、小島にとっては、それまでの国際経済学についても、問題があること

を認識していた。国際経済学の伝統的貿易論は、取引コストを全く無視し、輸

                                                 
11 中島（1983）pp.181-189 
12 小島 (1984b)  pp.4-6 
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送費などをゼロとして、そのまま比較生産費によって貿易方向を指示したりし

てきたとして、その克服の必要性が述べられている13。 

小島は、70 年代までの小島理論を「直接投資(DFI)のマクロ経済理論」と総称

するのが適切であると述べ14、以後ミクロ的企業要因を積極的に取り入れる努力

を行うことで、レディング学派への建設的な批判、及び新しい国際経済学の地

平を切り開こうと試みたのである。 

事実、小島(1984)は、取引コスト(T)や企業能力(E)といったレディング学派

の強調点であったミクロ企業の変数を組み込み、小島理論の体系を進化させよ

うとしている。しかし、ミクロ企業行動とマクロ経済の統合という作業には、

基本的な視点に大きなギャップが小島とレディングとの間に存在していること

も見逃せない論点である。 

小島がマクロ経済的接近として究明を期したものは、個別企業の利潤最大化

や最適行動ではなく、国民経済の利益であった。あくまで国民経済というフレ

ームワークで、開放経済体系化の賦存資源の最適配分を考え、国民的厚生

(Welfare)を高め、国民経済の発展方向への示唆や相手国の経済厚生の最大化も

考慮に入れた双方の発展促進を考慮した貢献や望ましさの判定であった。 

これに対して、レディング学派をはじめとする国際ビジネス・アプローチは、

いかに企業の利潤が増大するか、マーケットシェアが拡大できるか、成長でき

るか、という個別企業の利益のみを追求しており、国民経済の最適資源配分と

か厚生最大化という視点が全く無視されているとして小島は批判している。ビ

ジネス活動において国境はないものとして世界市場を前提に置くこと、企業の

生産・販売の利潤機会の発見・開拓の能率的方策を考えること、企業の利潤増

大、マーケットシェアの拡大、企業の成長といった、企業行動の合理的説明、

つまりは企業の私的利益のみを追求すること、等々、国際ビジネス・アプロー

チの基本的な立脚点は、小島にとっては許し難いものであった。 

小島は、ダニング(1980)が「折衷理論」として列挙した合計 32 にも及ぶ多く

の要因を理論化とかモデル化を不可能にするとその主張を退けたのち、大別さ

れた 3 つの要因(OLI 要因)について、以下のように批判している15。第 1 は 32

にも及ぶ要因はすべて企業（ミクロ）の視点から掲げられており、国民経済的

一般均衡や国民的経済厚生を全く無視していること。さらには市場の欠陥を利

用する内部市場の利用などの優位性は、独占というもう一つの市場欠陥を追加

する議論であって容認し得ないこと。第 2 に国際ビジネス・アプローチでは直

接投資の決定因が同種の外国企業よりも企業能力において優れているものとさ

                                                 
13 小島 (1984b) p.6 
14 小島 (1984b)  p.7 
15 小島(1984b) pp.10-13 
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れ、その上で内部化の利益と海外での低廉投入物を利用できるといった立地上

の利益が追加的に利用できるとされているが、立地利益と企業能力優位とは同

等の重要性をもつのか不明であると指摘している。さらに国際ビジネス・アプ

ローチは 1 産業 1 企業の絶対比較によって直接投資の決定因を探るものであっ

て、これによって直接投資の選別基準を提供できないと指摘している。ここで

いう選別基準とは、どの産業のどの企業ならば海外進出をするべきだが、他は

するべきではない、という基準である。絶対比較の基準によって、すべて勧め

られるならば自国の国民経済は空洞化してしまうという懸念を述べている。第 3

に国際ビジネス・アプローチは、私的企業利益増大の視点から、輸出、直接投

資、技術ライセンスといった国際生産販売活動への進出だけを正当化しており、

ホスト国側の利益には触れていないと指摘している。小島はホスト国の国民経

済的経済厚生・発展促進の問題についてマクロ経済学的立場から解明されなけ

ればならない、としている。そして、小島が採用した企業能力（E）モデルにお

いて、立地利益の方に大きなウエイトを持たせて、これをマクロ経済的接近の

立場としている。以上が小島によるレディング学派についての論点である。 

ところで、小島理論が内包している、いくつかの思想的背景について触れな

ければならない。小島（1977）は、国際分業は諸商品を最低廉に生産しうる場

所にその産業を興すということであるから、ドイツ経済学に源を発する「立地

論（Standort Theorie, Theory of Location）」と類似した側面を持つと指摘し

ている16。立地論では、各種生産要素の価格の他、輸送費、そして産業集積地に

おける「規模の経済」などのメリットなどが考慮される。さらに関税等の条件

が加味される結果、直接投資の場合には、自国企業が国内と外国とを問わず最

小生産費を求めて立地するという立地論の結論自体が、国際分業の理論に近い

ようにみえるのである。だが、ここで問題なのは、はたして立地論が比較生産

費原理に代わる原理足り得るのかどうか、その可能性である。上述のようにレ

ディング学派の OLI 原理では、立地（Location）は大きな位置を占めている。

しかし、小島はこれに対して「誤りであると信じる」と、彼の信念を述べてい

る17。小島によると以下の 2 つの点において、立地論は比較生産費原理に立脚す

る国際分業論とは異なっている。第 1 に立地論は一つ一つの商品について最低

廉地を求めるという 1 商品分析であること、第 2 に最低廉に生産して競争者を

圧倒するという絶対的競争原理に貫かれているものであること、である。2 財の

ペアを念頭におき、生産費の「比較的」考察を行ない、自国も相手国も輸出で

きる産業活動と、相対的競争といった共存共栄の思想とは相いれないとして拒

絶している。この小島にみられる信念は、海外直接投資の考察について小島以

                                                 
16 小島(1977) pp.70-72 
17 小島(1977) p.70 
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前の主流が立地論や企業論のアプローチによって、一つ一つの企業が最低廉立

地を求めて投資し、他を圧倒する絶対的競争に関心を向けさせ、企業が寡占化・

独占化することを当然とみなすヴァーノンの「プロダクトサイクル」論をはじ

めとした従来の多国籍企業に関する主流議論に対して断固とした決別を促して

いる。小島は、１商品分析と絶対競争原理によっては海外直接投資や多国籍企

業の役割やあり方は正しく分析できず、むしろ誤った方向へ導いてきたと断罪

した上で、共存共栄を基礎づける国際分業原理に立ち返って、海外直接投資や

多国籍企業の国民経済的分析の必要性を説くのである。小島理論に一貫して流

れる強固な思想は、市場メカニズムを歪める独占の存在への断罪と国際間の共

存共栄という主張であり、その上に立って国民経済厚生上から「推奨される直

接投資」と「推奨されない直接投資」という判別であった。 

 
 
第4節 レディングの論点 
 レディング学派のうち、小島理論を紹介しつつ最初に批判したのはラグマン

(1981)であった18。ラグマンの主張は次の通りである。「小島は、米国では比較

優位の大きい部門に対外直接投資が典型的に現れているので、米国の対外直接

投資は、貿易破壊的であると論じている」と述べ、続いて「小島の分析の主な

問題点は、静態的な貿易理論の枠内にとどまっているところにある。彼のモデ

ルは、完全市場とヘクシャーオリーンの世界を仮定する必要がある。技術をつ

ねに同質的な商品と考えたり、技術サイクルの動態的性質を無視するのは明ら

かに誤りである」として、小島モデルの前提が現実＝リアリティとは異なって

いると主張している。さらに「小島の主張とは反対に、ほとんどの米国対外直

接投資は貿易破壊的ではなく、一般に自由貿易に代替するものとして行なわれ

てきた。…（中略）…多国籍企業は、企業にとって内部的な情報独占の報酬を

最大化するために、価格差別化を実行できる外国市場を求めようとする。情報

使用に対する統制は、多国籍企業が知識創出投資の私的報酬を占有するのに必

要である。対外直接投資は、対ライセンシングよりも優れた手段である。とい

うのは、子会社による生産・マーケティングにより多国籍企業は、その技術知

識の消散リスクをうまく回避できるからである。対外直接投資はまた、輸出が

関税、統制、そして自由貿易に対して政府が課すその他の障壁により否定され

たとき、輸出に取って代わる。かくて対外直接投資は、貿易破壊的というより

はむしろ貿易代替的となるのである。」 
 ラグマンの主張は、小島のいう「私的利益のみを追求する独占の正当化」と

みなすことができるかもしれない。しかし、ラグマンのいう「技術知識の消散

                                                 
18 Rugman, A.M(1981) 訳書 pp32-33  
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リスク」による内部統制は、企業にとってみれば当然のことである。また、貿

易障壁を回避する手段として、直接投資が行なわれる場合もあるであろう。小

島の「逆貿易型投資」は、ラグマンにおいては「貿易代替型投資」なのである。 
これについては、後述する次節の大山(1990)、寺町・林原(2002)において、再考

する。 
バックレー(1983)は、小島理論とは何かを問い、「マクロ経済接近」「要素賦存

接近」「順貿易型 DFI」「日本型 DFI」などいろいろ呼ばれるが、何が一番適切

かという問題を最初に設定している。この問題設定は、小島がその時々の「問

題の相違に応じて鋳造したもの」19であり、焦点を絞ったレディング批判として、

十分にバックレーに伝わっていなかったことを示唆する。 
またバックレー（1985）では、レディング学派と小島理論は、研究方法にお

けるいくつかの共通の一致があるとした上で、論点をまとめている。①立地要

因についての役割重視、「要素賦存」概念は共通であること。②「輸出」と「直

接投資海外」という参入方式だけでなく「ライセンシング」や「総合商社」な

ど最新の研究を織り込む必要性。③直接投資と経済厚生については、レディン

グも密接な重要性を認めている。④「取引コスト」の最小化というレディング

のアプローチについて、「外部市場」と「内部市場」を取り入れた小島理論はレ

ディング・テクニックのモデルである。⑤小島が指摘する国家の制度的要因、

たとえば、原料調達のための政府の同意、タックス誘因、規制緩和、賃金水準

など、はレディングアプローチでも含まれている。⑥多国籍企業の存在理由と

しての市場創造機能ついては、同じアプローチである。⑦小島が小澤と行なっ

た共同研究：総合商社(Sogo-Shosha)の「新形態」は、貿易コストを減らす一方

で、私的利益を追求する「偽りの規模経済」である。⑧企業だけに焦点を絞る

と、多国籍企業の特徴付けにおいて誤解されてしまうことは、バックレー＆カ

ソン（1985）も承知している。 
以上 8 点ほどバックレーは論点をあげているが、このうち③⑤⑧については

さらに詳しく新たな節を設けている。それによると、③については、バックレ

ー自身が内部化の問題点として参入障壁と垂直統合による独占的利益、談合に

よる企業内カルテルなどを挙げており、小島が指摘したような「独占の正当化」

＝レディング学派では決してないと主張している。問題は、小島のような静学

的モデルでは、自由貿易、制約や摩擦のない世界における国民経済の貿易量が

基準であり、その場合、先進国－途上国（北―南）モデルでは、アメリカ型投

資よりも日本型投資が望ましく、先進国－先進国（北－北）モデルでは労働の

国際分業における相互貢献という結論に辿り着くと結論している。そこでは多

国籍企業が創出するダイナミックス（動学）への応用、例えば R&D 投資などに

                                                 
19 小島（1989）p.3 
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よるによる受入国での経済厚生の増大といった問題は含まれないとしている。

なお、この点に関しては小島の後半体系では、動学化への移行の試みとして、「比

較生産費と比較利潤率の対応」や「合意的国際分業論」「先進国間の産業内相互

投資」など小島（1989）において展開がなされている。⑤⑧については、小島・

小澤（1984b、1984d）で扱われた「総合商社」の研究が取り上げられているが、

これについては本稿末尾の「付論：『総合商社』考」で扱う。バックレーは、比

較的未発達な資本市場を背景にもった日本は、内部資本市場でもって総合商社

が登場したのに対して、欧米では同じ「内密なやり方」による情報利用は多国

籍銀行だったとしている20。 
 概して、レディング学派による小島に対する批判は断片的なものが多く、逆

に小島のレディングへの影響も限定的だったと考えられる。 
一方、小島は「取引コスト T」や「経営能力 E」などレディング学派の強調し

た点を考慮してモデルに組み込んだり、先進国間の相互浸透投資の解明のため

に「南－北」モデルから「北―北」モデルへと軸足を移したり、さらには「比

較利潤率」など動学化に向けて、80 年代後半以降の小島理論を拡張している。

小島の後半体系は、レディング学派との論争を通して、磨きがかかり、深化し

たとみることができる。 
 
 
第5節 その後の理論系譜 

本節では、その後の理論系譜について述べてみたい。 
まず、国際経済学分野においては、小島理論の検証が行なわれ、いくつかの

新しい知見が得られた。 
池間（1990）は、先進国-途上国間（たとえば自動車を輸出して繊維品を輸入

する）産業間貿易と並行して活発になった先進国間（たとえば自動車対自動車）

の産業内貿易に関心を持ち、相互直接投資の分析を行なっている。これは、小

島理論がどちらかといえば先進国－途上国間（いわゆる「南－北モデル」）に典

型的に当てはまるケースを暗黙に想定していたのに対して、レディングとの論

争を経て、小島自身がその理論の後半体系において、努力を傾注した先進国間

（いわゆる「北－北モデル」）の補強と発展を企図したものであった。池間が着

目したのは、経営学でよく語られる品数の増加、つまり製品差別化であった。

池間の主張では、成熟産業でよく観察される製品差別化は、成熟産業の延命策

であるだけでなく、さまざまな工程において先端技術の利用者ともなっており、

その事業展開が国際化すればするほど、新しい製品そのものの開発にも役立つ

と指摘している。 
                                                 
20 Buckley (1985) pp.120-122 
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一方、小島理論を肯定的に受け止めて発展させる以外にも、議論の深化と発

展がある。大山(1990)は、国際貿易は比較優位によって生じるが、企業の直接投

資は絶対優位によって起こるということを確認したのち、小島理論の核心に迫

っている。大山のモデル分析の結果では、①順貿易型投資：一国の比較劣位部

門からの相手国の比較優位部門に向かう企業進出は前者の経済厚生には必ずプ

ラスになるが、後者の経済厚生を阻害する可能性があること、②逆貿易型投資：

受入国においては経済厚生の増大をつねにもたらすが、投資国においては必ず

しもそうでないこと、を明らかにしている。したがって、投資国の立場からは、

順貿易型投資が自国に必ずプラスに働き、逆貿易型投資は必ずしもそうではな

いことから、小島理論は受入国よりも投資国の国益を尊重する立論であると結

論づけている。しかもその設定は先進国から途上国への直接投資に最もよく適

合するものであり、先進国が比較優位部門の直接投資を制限すればおそらく得

策かもしれないが、途上国が欲しているそれは先進国の比較優位部門かもしれ

ないので、これらの国々には必ずしも受け入れられないであろうと述べている。 
この大山(1990)の指摘を受けて、寺町・林原(2002)では、直接投資が貿易に与

える効果は資国・受入国にとって重要な関心事であるという小島の認識を継承

しながらも、小島理論を、2 国 2 財 1 要素というリカード貿易モデルの拡張によ

って、より一般的な形で議論している。それによると、小島理論の核心は投資

国 A と受入国 B における比較生産費ではなく、直接投資後の受入国 B における

比較生産費の変化、つまり「潜在的比較生産費」にあると指摘している。寺町・

林原（2002）は、投資国 A の比較生産費と受入国 B の潜在的比較生産費の大小

による直接投資の選別を行い、投資国 A の比較劣位産業から受入国 B の比較優

位産業への直接投資が貿易拡大をもたらす効果を「小島基準」と命名し、投資

国 A における比較劣位産業による直接投資によって受入国 B の経済規模が拡大

し不完全特化状態にある場合には、受入国 B では比較優位産業だけではなく比

較劣位産業への直接投資も実現するとしている。また両産業を受け入れる不完

全特化状態においても両国の経済厚生は高まるという結論を得ている。つまり、

「小島基準」と直接投資の分類がうまく説明できないケースを紹介している。

従って、どういうタイプの直接投資が実現するかは、受入国のインパクトの程

度と市場メカニズムによって決定されるものと理解し、どちらが望ましいかと

いう価値判断はあまり実り多い議論にはならないと結論づけている。順貿易型

の直接投資が望ましいとする小島理論の主張点を批判することよりは、直接投

資の選別と新しい貿易の比較優位構造が潜在的比較生産費を通じて連動して決

定されるところに小島理論の学問的な重要性を見出そうとしている。 
池本(1990)の指摘も、小島理論に深みを与える点で重要なものであった。池本

は、小島の主張に崇敬の念を持ちながらも、70 年代に始まる小島理論を静学分
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析だとして、動学分析への足がかかりを模索している。池本によれば、経済厚

生は貿易量にのみに依存しているものではなく、国内消費量に依存しており、

たとえ貿易量が減少しても輸出可能財の国内消費量と輸入可能財の総消費が増

加するなら経済厚生水準は高まると指摘している。また従来の経済厚生分析は

せいぜい静学分析で許されるものであり、時間の経過とともに変化する経済成

長率格差や、所得増大による嗜好の変化、つまり無差別曲線のシフトの問題を

も積極的に取り入れようと主張している。さらに分析のフレームワークとして、

消費者、企業、労働者、政府のセクター別による目的関数を設定し、それを総

合した「経済国益」関数からなる 5 本の連立方程式体系を提唱しているのであ

る。ここで特徴的なことは、「経済厚生」から「経済国益」の分析に進めること

を提案していることである。これが池本のいう動学分析のフレームワークとな

っている。さらに技術革新・移転・国際分業の動態に触れ、多国籍企業のネッ

トワークとグローバルなロジステックスないしソーシングによる企業内国際分

業の成立にも注目し、「貿易」と「直接投資」を、先進国間の「北－北」と先進

国－途上国間の「南－北」の 2 つの側面から考察している。こうして池本は以

下の重要な論点を導く。①革新国の比較優位産業が後続先進国へ直接投資する

のは企業の論理からして当然である、②革新国の比較優位産業が後続先進国へ

直接投資は、後続先進国の経済国益からみて不都合とはいえない、③後続先進

国が先発国（かつての革新国）を凌駕する時が訪れる、というものである。 
これらの論点は、その後の国際経済学の展開において多く取り入れられてい

ることは言うまでもない。 
 

 国際ビジネス・アプローチからも多くのことを吸収し、自らの理論の豊富化

に役立てようと苦心したのは小島の一貫した学問態度であったことは上記です

でに述べてきた。ところで、小島は国際ビジネス・アプローチの将来について

どのように考えていたのだろうか。小島の予言は以下の通りである。小島(1984)
は、国際ビジネス・アプローチにおいて、運送の手段やルートの数、関税率、

販売のやり方など幾通りもの取引コストが出てくることを挙げ、「（数え切れな

い程の ownership advantage を列挙せざるを得ない）国際ビジネス・アプロー

チは、結局、事例研究にとどまり、理論を構築することはできないであろうと

懸念する。」21と予言している。 
 この予言は正しかったであろうか。80 年代における小島理論とレディング学

派の遭遇以来、国際経済と国際経営は互いにあまり混じり合うことなく、独自

の道をそれぞれ歩んできた。国際ビジネス・アプローチの側からは、小島の指

摘を真摯に受けて、2 財分析による国際分業や国民経済上の利益を語る多国籍企

                                                 
21 小島(1984b) p53 
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業の一般理論を追求し完成することがなされたとはいえない状況である。相変

わらず事例研究も多い。ただし、小島が懸念した巨大企業の内部化＝独占につ

いては、90 年代以降、「戦略提携」や「アウトソーシング」、「ダウンサイジング」

という新しい現実への認識が進み、そこでは「外部市場と内部市場の棲み分け」、

「企業の選択と集中」「中小企業や国際化」「IT によるサイバー企業」「ボーング

ローバル企業」など、巨大独占企業オンリーではない議論がなされている。こ

れらの研究は、研究方向の妥当性について、かなりのスペースを割いてきた小

島を幾分か安心させるものかもしれない。 
 
 
第6節 今日的意義 

理論の整合性と体系性を重んじる「国際経済」と現実の企業行動をリアルに

描き出すことが求められる「国際経営」にあって、両者の接合は可能なのであ

ろうか。 
ここでは、レディング学派から投げかけられた小島理論の前提に関して、確

認しておかなければならないことについて考察する。すでにみたように、国際

ビジネスのリアリティからみると、小島は「完全競争」想定論者であり、「静学

分析」として、多国籍企業の現実を反映していないようにみえる。しかし小島

は、不完全競争の議論についても関心を払っており、動学分析への意図・意欲

も十分であったといえる。まず、「完全競争」の想定は、レディング学派が市場

の不完全性がそもそもの内部化理論の出発点であるのに対して、小島の場合は、

「いかなる不完全競争市場を想定するのが最善であるのか意見の一致がみられ

ていない。ここにモデル展開に当たっての一つの困難がある」と認めた上で、「不

完全競争市場についての現実妥当な理論の構築が待望される」として、研究の

発展を将来の世代に託している記述がみられる22。小島は、理論的な問題をクリ

アにするために、敢えて「完全競争」を想定していたことが窺い知れるのであ

る。 
反面、国際ビジネス・アプローチでは、現実から出発し現実を説明しようと

するあまり、小島がいう「企業行動の正当化」に走ってしまったり、結果的に

「独占の賛美」「独占の正当化」になってしまったりすることがあり得る。また、

多くの事象に振り回されて、問題を抽象化して分析をクリアにするといったこ

とが苦手であるようにも思われる。さらに、小島が懸念した 1 企業の絶対比較

といったフレームワークから脱却できていないという側面もしばしば併せ持っ

てきた。しかしながら、カソン（2000）では、「国際ビジネス・エコノミクス－

新しい研究課題とその方向性」(Economics of International Business –A New 
                                                 
22 小島（1989）p.96 
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Research Agenda)と題して、これらの課題に取り組もうという 21 世紀への研究

アジェンダ（行動計画）が示されている。カソン（2000）によれば、①１つの

多国籍企業の企業特殊的優位論の研究から脱却して、グローバル経済を分析単

位とした一般的な多国籍企業論へ移行すること、②環境の変移性（たとえば「ネ

ットワーク企業」や「バーチャル企業」出現などにみられる独占回避ための柔

軟な組織構造の登場）と情報コスト（の減少）が組織構造に与えるインパクト

の研究（たとえば「ジョイントベンチャー」の考察）、③動学的アプローチと企

業家の理論（「ケイパビリティ」「コンピタンス」など）との結合、④多国籍企

業の社会的・政治的側面の分析の必要性。及びその際に経済学的考察を無視す

ると誤りが生じること、の 4 点をあげて、「ビジネス・エコノミクス」への移行

を提唱している23。カソン（2000）によればこれらの研究はゼロからはじめな

ければならないのではなく、すでにいろいろな研究者たちが、過去 15 年以上に

わたり、このアジェンダのさまざまな側面を研究しており、大事なことはその

要素を論理的に一貫した形で完全に統合することだと述べている。すでに本稿

でみた小島の国際ビジネス・アプローチへの批判点あり強調点でもあったとこ

ろの、小島の 4 つの指摘、①１企業分析ではなく国ベースでの影響の考察、②

反独占、③動学アプローチ、④経済理論の重要性など、表現は異なっていても

カソン（2000）の研究アジェンダにおいて、この 4 点が基本的に取り入れられ

ている。20 年の時を経て、かつて小島が強調した諸点が国際ビジネス・アプロ

ーチの側でも取り入れられようと努力しているようにも思われる。カソン自身

による研究アジェンダは、国際ビジネス・アプローチにおける次の世代に向け

た研究方向として傾聴に値すると考えられる。 
「国際経済」と「国際経営」が多国籍企業や直接投資をめぐる同じ現象を研

究対象にしながら、異なったアプローチに固執するあまり、互いに率直、誠実

に学ぶ合うことによって得られる可能性を失ってしまうとしたら、それは実に

不幸なことである。80 年代に小島とレディングに間にあった経験は、今日我々

も大いに参考にすることができる。 
 

付論：「総合商社」考 
 
小島(1990)は、内部化の問題と関わって、総合商社の役割についても述べて

いる。「（内部化理論では）石油企業がタンカー部門を、製造企業が商事部門を、

さらに国際金融部門を自社内に持つことが、MCN（多国籍企業）の利点だとされ

る。だが、それが本当に有利なことであるかどうかは、外部経済利益との比較

で判断されねばならない。けだしそれらは専門の海運業者、総合商社、銀行に

                                                 
23 Casson(2000) 訳書 pp.1-40 
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任せたほうが、より大きな規模経済利益を実現し、それが当該企業への有利な

外部経済効果をもたらすはずである24。」と述べ「外部経済利益」を基準にして

製造企業の非製造部門の内部化に対して疑問を投げかけている。こうした小島

の認識は、実際、小澤輝智との 3 年余りに渡る総合商社の共同研究（1984）を

経て、徐々に形成されてきたものと考えることができる。同時に小島にとって

は、単なる内部化理論への批判に留まらず、大手商社 9 社からなる約 1500 のデ

ータを用い、三井物産スタッフなどのヒアリングを通して、生き生きとした日

本の総合商社の特徴を描きだし、その全貌を明らかにしようという、より積極

的で建設的なものであった。それはまた、現実から出発し、有益な知見を見出

そうとする点で、赤松要25以来の伝統を引き継ぐ優れた実証研究の成果であった

ともいえる。 

小島・小澤（1984）によれば、1980 年代初頭、日本の自動車や電気機器など

の大企業が生産だけでなくビジネス・インフラ機能（たとえば、金融、商事、

倉庫、運輸、保険等のサービス）をも自社内に取り込んできた現象を捉えて「商

社斜陽論」とか「商社離れ」という議論が起きてきていた。しかし、総合商社

の企業間分業と協業というシステムは、能率的であり、幾多のメリットを持っ

ているというのが議論の出発点になっている。 

 小島・小澤（1984）は、総合商社は「空間と時間の仲介役」だという。異な

った言語や習慣の橋渡し（コミュニケーション）や輸送、倉庫など「空間と時

間」をめぐってオーガナイザーかつコーディネーターの役割を強調している26。 

また、実証分析の結果、以下のような 6 点の性格を見出している。①合弁企

業を設立する性向が非常に高い。②少数株主所有の件数が圧倒的に多い。③海

外直接金融を盛んに行なう。④プラント輸出にターンキィ方式27を用いるし、さ

らにリース契約に乗り出している。⑤発展途上国へ労働集約的で標準化した技

術の移転を推進している。⑥地元の経済にかなり包括的なビジネス・インフラ

を提供している28。 

さらに、総合商社は非商事分野に海外投資をする場合、市場を内部化するこ

とを欲しないし、またできない立場にあると強調している29。総合商社は、プロ

                                                 
24 小島(1990)  p.47 
25 赤松要が、戦前の雁行形態論を導くに当たって多くの統計資料を駆使したことが想起さ

れる。 
26 小島・小澤（1984b）p.38 
27 ターンキィ方式とは、プラント輸出の際、設備完成後、スタートキイを回せば設備が稼

動し、製品を生産できる状態で引き渡す契約方式のことある。また操業のために現地従業

員の教育・訓練なども契約に含まれる場合もある。これには、総合商社のアレンジが密接

に関わってくる。 
28 小島・小澤（1984b）p.224 
29 小島・小澤（1984b）p.224-225 
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ジェクトごとに、外部から情報を収集し、それに適合した国内企業のいくつか

を組み合わせ、海外へ投資するが、この投資グループはゆるい統合の形であり、

また相手国でもビジネスパートナーになる企業と折衝し、全体として参加企業

による「同盟企業」を組織することで国際分業を生み出していると指摘してい

る。これは明らかにレディング学派の想定する製造企業 1 社による統制の内部

化、つまり 100％出資の完全所有子会社を設置する「伝統的な多国籍企業」の場

合とは大きく異なる形態といえる。完全に自由な「市場」でもない。その中間

にあっていわば第 3 の「新投資形態」であると小島・小澤は命名し、かつて小

島が「日本型直接投資」と総称したもの言い直しておいたほうがより適切であ

るとさえ述べている30のである。 

総合商社は、「数多くの商品を取り扱い、輸出と輸入の両面の活動を同時に行

なう長年の経験から、総合商社は比較生産費の判断について、鋭い感覚を身に

つけている」31ので、「比較優位原理」に沿った「国際分業志向的海外投資」と

なることが多く、事実、発展途上国向けの製造業部門の投資の多くが標準化し

た労働集約産業であり、これらの事業はほとんど小規模であり、ホスト諸国の

国民的要素賦存比率に適合的であると述べている32。こうして、レディング学派

の想定する欧米多国籍企業が「私的利益」追求による 1 社の内部化を説明する

のに比して、日本型のユニークな海外進出である総合商社の投資活動は「比較

優位原理」に沿う「新形態」として大いに推奨するという結論に至っている。 

実は、これと関わって、ラグマン(1981)も多国籍企業と銀行の関係について

述べたことがある33。「多国籍企業が生産・販売に加えて多くの事業に追加的コ

ストがかかるため、多国籍銀行は世界資本市場に関する金融情報を収集する方

がはるかに安価であり、多国籍企業よりも有利に活動できる34」として、製造企

業による非製造部門の内部化には、「内部取引コスト」の観点から疑問を呈して

いる。小島・小澤が「外部経済利益」、ラグマンが「内部取引コスト」という基

準の違いはあるが、小島・小澤（1984）の指摘を受ける以前から、ラグマンは

製造業と非製造業の接合問題について考慮していたと思われる。 

バックレー(1985)は、「海外投資における企業間の協力」という節で、小島の

提起を受けて、総合商社（Sogo-Shosha）の問題を扱っている。バックレーによ

れば、①総合商社が持つ、幅広い取引ネットワークと正直なブローカーとして

の名声は、「新しい企業連合」を生み出し、自身に報酬を与える移転不可能な資

産であるが、そのような経営資源（企業特殊的優位性）は、他企業にとっては

                                                 
30 小島・小澤（1984b）p.5 
31 小島・小澤（1984b）p.230 
32 小島・小澤（1984b）p.131 
33 Rugman (1981) Chap5, 訳書 pp.81-95  
34 Rugman (1981) Chap5, 訳書 pp.84 
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参入障壁でもあり、レディング理論と矛盾しない。②総合商社による「新しい

市場創造」の結果、（小島・小澤の指摘のように）貿易と経済厚生を高める場合

もあるが、内部カルテルによって価格を引き上げ、産出を減らす場合もあり、

その場合は経済厚生が減じる。③小島と小澤は、総合商社のグループによる投

資活動を「市場と組織の混合原理」(the mix of market and  organizational 

“principles”)による企業間の情報を越えた管理の決定的役割だとして強調し

ている。しかし、それは多国籍企業がコア技術を維持するために 100％所有子会

社を設立する戦略の説明するのにも役立つ。小島・小澤説は、従来学説とパラ

レルである。総合商社のケースでは、これらのコア技術は、貿易機会、利ざや、

仲介/裁定取引の可能性に関する知識であり、それらすべてを管理下に置く。一

方、伝統的な多国籍企業では技術・マーケティングに基礎づけられる。④組織

の原理が他のものになる変化とその変化を引き起こすメカニズムを求める理論

研究という点で、バックレー・カソンの研究とあまり相違ない。と主張してい

る35。 

小島・小澤の総合商社による「新形態」は、外部の多くの企業をビジネスパ

ートナーとして結集させる「同盟企業」によって支えられている。そして、こ

の「同盟企業」の形成は、日本のビジネス習慣である「系列」によって支えら

れている側面が大きい。「系列」を軸とした「同盟」に加入することによって、

「同盟」に加わらない場合よりも「内部化」の利益が増大することになるから、

小島・小澤の意図とは別に、いわば「内部化理論」の拡張版という側面を併せ

持つことになる。バックレーは、このことをもって小島と小澤の研究は「内部

化パラダイム」を使用していると結論で述べている36。 

 しかし、小島・小澤の指摘した総合商社の国際分業の役割や、組織を肥大化

させる巨大メーカー（従来型多国籍企業）とは異なった情報をベースにアレン

ジする直接投資というものは、今日的理解では、外部経済効果を伴った「ネッ

トワーク経営」である。同時に、バックレーの解釈した「総合商社の内部性」

は、今日では「ネットワーク外部性」と呼ばれる現象とコインの表裏という関

係であるとも理解できる。小島・小澤の先見性にも焦点が当てられるべきと考

えられる。 
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